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1. 2024 年 7 月に宇宙戦略基金がスタートし、日本の宇宙産業エコシステム構築が本格化 

2024 年 7 月、宇宙航空研究開発機構（以下、JAXA）を結節点として、産学官による宇宙活動を加速するため

の宇宙戦略基金が創設された。この動きは、同基金の設立目的にて言及されている通り、人類の活動領域を宇

宙空間に拡大させ、地球規模の課題解決に取り組む「スペース・トランスフォメーション」が本格化し、宇宙開発の

覇権を巡る各国の競争が激しくなっていることや、宇宙関連産業の市場規模が急拡大し、官民連携による宇宙関

連分野の技術開発スピードの加速や新たな産業創出を目指す動きが次々と現れていることを背景としている。同

基金は、「輸送」「衛星等」「探査等」の分野における「市場の拡大」、「社会課題解決」、「フロンティア開拓」を出口

目標として、民間企業等が複数年度にわたる長大な宇宙技術開発に取り組み、宇宙産業の育成を加速するため

に設置されたもので、10 年間で 1 兆円規模に達する。 

このような背景を受け、当社は JAXA 協力の下、一般的な技術分類と宇宙領域で求められる技術領域の対応

関係を整理するとともに、その対応関係の強弱を定量化する分析を行った。本稿では、その分析および JAXA と

の議論の一部を踏まえて、宇宙の幅広い領域において日本の得意とするモノづくり技術がどのように展開する可

能性があるかを述べる。 

 

2. 特許技術を用いた方法論 

(1) 宇宙技術の定義化 

宇宙技術の定義を確認するに当たり、本稿では JAXA を中心とする各種公開情報より提供される 180 程度の

技術情報を、大分類・中分類および個別詳細分類に再編した（表 1）。 
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表 1 宇宙技術の技術領域定義（小分類は一例を紹介） 

 

 
（出所）当社作成 

 

(2) 技術領域の定義化 

続いて、特許情報に基づき技術に関わる産業領域を定義した。ここでは、世界知的所有権機関（以下、WIPO）

の定義する 35 の技術分類をベースに、日本国内に存在する産業を想定して、技術に立脚した産業領域を 53 領

域に分けた（表 2）。 
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表 2 WIPO の定義する技術分類を活用し、日本国内の産業を想定し、技術目線の産業領域 53 領域定義 

 

（出所）当社作成 

 

(3) 特許引用関係を活用したひもづけ関係の可視化 

上述した「宇宙技術定義母集団」および「産業技術母集団」を突合し、各産業における技術が、宇宙産業に展開

できる可能性を検証した。具体的には、ある産業技術が宇宙領域にも応用可能である状態を「ひもづけ関係があ

る」と定義し、その「ひもづけ関係」の強弱、すなわち宇宙領域への応用可能性の高さを、特許データベースを分

析することで検証した。各技術母集団については、技術要旨に含まれるキーワードの検索や特許分類など、通常

用いられる方法論で、検索式を活用して母集団を形成した。また、ひもづけ関係においては抽出した特許母集団

の、リスト自体の突合および、その類似技術として、引用技術および被引用技術を同様に母集団として定義化す

ることで、検索式のみの定義にとどまらないひもづき関係についても利用することで、より幅広い産業技術に対し

て、宇宙技術としての活用が可能かの分析・可視化を行った1。また、本検討においては、当社検索式概念を宇

宙技術領域および産業技術領域において検索式を構築し、日本特許庁・米国特許商標庁（USPTO）、欧州特

許庁（EPO）、WIPO より公開・登録された 2011 年以降の出願特許を対象として解析した。 

(4) 集計による分析 

各産業領域における宇宙技術とのひもづき関係を特許情報の件数ごとに集計した。情報が膨大となるため、

本稿では、輸送機器、建設、ゲーム・スポーツの領域について取り上げる。また件数集計の対象とする特許情報

については、クラリベイト・アナリティクス社のデータを用いた。 

 
 
1 JAPIO YEARBOOK 飯田康「引用情報の活用」（2007） 
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3. 分析による産業技術領域ごとの進出可能性 

(1) 輸送機器領域 

本章では、産業技術領域ごとに宇宙技術への展開可能性を数値化する。輸送機器領域における産業技術

母集団と宇宙技術定義母集団とのつながり件数を集計し、各宇宙技術定義母集団の総数にて規格化すること

で数値を算出した。さらにこれらの数値について、産業技術母集団全体偏差値を計算し、上位群の結果を表 3

にリストアップした。（なお、後述する（2）（3）においても同様である） 

輸送機器領域の最上位は健康管理技術、続いて月面における表面移動などの探査技術となった。輸送機

器領域においては、ドライバーの安全・認知の低下などの危険度を検出するさまざまな技術開発が進んでいる。  

例えば、自動車などの安全運転に関わる生体情報取得技術、メンタルの異常状況を感知してエンジンがか

からないようにする技術、目の動きなどから集中力などを推定、休憩のリコメンデーションを与える技術などがあ

る。これらは宇宙空間におけるクルーの健康管理技術として応用できる可能性がある。さらに個別特許情報を

参照することで、より詳細に現在の輸送機器関連技術を用いた宇宙展開アイデアの抽出も可能である。（アイ

デアの抽出可能性についても、後述する（2）（3）も同様である） 

 

表 3 輸送機器領域における、宇宙技術への展開可能性を偏差値化した結果上位群 

 

（出所）クラリベイト社「Derwent™」を基に当社が独自に分析して作成 

 

(2) 建設領域 

建設領域では、月面における拠点設立や表面移動・作業などの探査に関わる建設技術に集中している。極

高真空状態にある月面で適度に与圧された居住区を確保することや、食料製造・食料栽培などで食料を現地

調達するのは、建設領域で培われた多様な技術により解決できる可能性がある。月やさらには火星での人間

社会形成が拡大される中、大きな期待ができる領域である。 
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表 4 建設領域における、宇宙技術への展開可能性を偏差値化した結果上位群 

 

（出所）クラリベイト社「Derwent™」を基に当社が独自に分析して作成 

 

 

(3) ゲーム・スポーツ領域 

ゲーム・スポーツ領域においては、健康管理技術が上位となった。例えば宇宙探査においては、数カ月の

長期にわたり、数名のクルーが比較的小規模空間に共存するストレスフルな生活を余儀なくされる。訓練を受

けた精神的、肉体的に強靭なクルーであっても、精神的な不調を感じる可能性がある。このような兆候をできる

だけ早いタイミングで検知し、場合によってはこれらストレスの緩和やヒーリングに、ゲーム・スポーツの技術が

活用できると想定される。また、2 番目に入ったその他実験設備は、宇宙空間の実験設備におけるロボット操作

や制御を、地上から人間が行う試みが具体例として考えられる。このような地上と宇宙の間での操作や制御で

は数秒の遅延が発生する。そこで、グラフィカルに人間の認知を補助するバーチャルリアリティ（VR）や、拡張

現実（AR）の技術を駆使するなど、ゲームの世界で活用されている技術の展開可能性がある。ゲームやスポー

ツに関わる技術は、日本で突出して発展し世界に波及している技術も多く、日本の技術がプレゼンスを発揮で

きるような可能性も大きい。 

 

表 5 ゲーム・スポーツにおける、宇宙技術への展開可能性を偏差値化した結果上位群 

 

（出所）クラリベイト社「Derwent™」を基に当社が独自に分析して作成 
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今回、JAXA との共同議論のもと、宇宙探査領域の新たな展開や市場の変動に際し、既存技術の宇宙探査領

域への応用・適用可能性のアイデエーションを行うことが知財分析の観点から可能であると結論づけた。さらには

この分析結果を活用することで、特に日本で培われたモノづくりの技術が、今後火星まで伸長する想定の宇宙開

発において重要な領域に適用され、宇宙ビジネスの世界で大きな市場を獲得する可能性があることを見いだした。 

 

4. 民間の宇宙産業への展開動向と本分析の活用可能性 

アメリカを中心に日本を含む世界 8 カ国が合意する月探査計画「アルテミス計画」は、2026 年を目標に月面に

人類を送り、月面拠点を建設して人類の持続的な人類活動を目指している。さらにゲートウェイを経由して月に物

資を運び、人類の最終目標地点である火星への中継基地とする。このアルテミス計画では、既に民間企業の技

術を用いて月面での拠点活動を行うためのさまざまなインフラを構築する研究・開発が進められている。 

 

(1) 月面建設技術 

日本の建設技術は世界でも最高レベルの工法と建物の安全性を実現している。このような日本の誇るべき技

術を活用して、月面でのアーキテクチャの構築に向けた宇宙建設技術の開発が進められている。将来、月面に

建物を建設し人が住むことを想定すると、低温環境および高温環境下といった過酷な条件でも機能し、宇宙線か

らの宇宙飛行士の保護も可能な軽量な建造物の建設技術が求められている。住宅メーカーのミサワホームは

JAXA、国立極地研究所と連携して、平均気温がマイナス 50 度以下の南極の内陸部に軽量な「木造の基地」を

設置し、月面の過酷な環境を想定した気密性や耐久性の試験を行っている。 

 

(2) 月面移動・探査技術 

トヨタ自動車は、日本の世界に誇る自動車技術と、水素を活用したエネルギー技術とを組み合わせ、月面探査

車の技術開発を進めている。自動車における安全性、信頼性においてゆるぎない地位を確立していても、月面

での技術は全く新たな挑戦になる。JAXA とトヨタは、月面での有人探査活動に必要な有人与圧ローバの研究を

開始し、早ければ 2032 年に打ち上げ予定としている。月面上での低重力の下、マイナス 170～120 度の温度範

囲かつ、真空、強い放射線環境下で、さらには月の地表の砂（レゴリス）に覆われた踏破性の非常に悪い悪路環

境での使用に耐える技術開発を進めている。探査の任務にあたる宇宙飛行士の安全のみならず、数カ月にわた

る長期の探査任務に耐えるために、太陽光からの発電と、水素生成技術の活用によるエネルギー貯蔵を含む、

独立的エネルギー生成・利用システムの開発が進められている。 

 

(3) 月面探査における飛行士のストレス緩和 

同じ人間同士が長期間において閉鎖空間で共同生活を行う中でのストレス緩和などの技術も注目される。例

えば、地上交信によるカウンセリング機能や、スクリーンに投影される風景動画による癒やしの効果、香りを活用し

た癒やしの効果、体内時計を正常に稼働するための照明に対する制御などが想定されている。世界をリードする

日本の家庭用のソフト・ゲーム・エンターテインメントの技術を活用し、これら宇宙飛行士のストレスを取り除くことも、

日本の誇る技術活用余地がある領域である。 
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5. おわりに 

今後、宇宙産業は国際協調を進める一方で、危機管理や地政学的リスクの観点からも、他国に依存しない自

国技術の確立が重要視され、宇宙分野への展開が加速していくと考えられる。今回設置された大規模な宇宙戦

略基金は、より多くの民間企業の英知を結集し、日本の宇宙産業の創出と発展を加速させる契機になることが期

待されている。 

日本の宇宙産業のさらなる発展には、ファイナンシャル・実行両面を含めた支援が重要である。当社では、日

本の強みであるモノづくり技術が、宇宙活動のどの領域に展開できるか、技術の宇宙分野への展開可能性を見

いだす支援を想定し、JAXA との議論を踏まえた技術の可能性を分析・抽出する支援を開始している。 
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